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研究成果の概要（和文）：2004 年にベトナム・中国両国政府間で合意された越境共同開発プロ

ジェクトが今日に至るまで進展をみないままになっている状況について調査研究を行い，双方

の観点にずれがあることを究明した。ベトナムではこのプロジェクトが中国との国境地帯に限

定された開発事業と理解されているのに対し，中国ではベトナム一国の枠を越え，ASEAN 諸国

全体を視野に入れた事業と位置づけられ，両国は妥協点を見出せないままとなっている。 
 
研究成果の概要（英文）：It has passed 8 years since the Vietnam-China official 
intergovernmental joint development project called “Two Corridors and One Economic 
Belt” launched in 2004. The fact shows, however, that any remarkable achievement has 
not been realized until now. The most important reason for explaining the current 
situation of the project consists in the different points of view on the border crossing 
development project between Vietnam and China: Vietnamese leaders regard the project as 
a matter only limited to the Vietnam-China border areas; Chinese leaders regard the 
project as a step toward economic corridors connecting the ASEAN countries, including 
Vietnam, with China.  
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１．研究開始当初の背景 
(1) 本研究の研究代表者・栗原浩英は，1999

年以降，ベトナム・中国国境地帯の開発に関

する現地調査を続け，それを出発点にしてベ

トナムと中国の関係を考察してきた。平成11

年度から17年度に至るまで二つの科研研究

課題「ベトナム北部における開放政策の展開

と地域的一体性の変容」（基盤研究A(2)／研

究代表者：古田元夫／平成11年度～13年

度）・「インドシナにおける越境交渉と複合
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回廊の展望」（基盤研究A(海外)／研究代表

者：白石昌也／平成14年度～17年度）に研究

分担者として参加し，ベトナム・中国国境地

帯を中心とする調査研究を進める中で，2004

年の両国による「二回廊一経済圏」建設合意

を両国関係が新段階に入りつつあることを

示す歴史的な画期として位置づけた。それ以

前において，ベトナム中央政府は中国との共

同での国境地帯の開発に慎重かつ消極的な

姿勢をとり続けていたからである。からその

受容へと方針転換を行い，それにより両国関

係が新段階に入りつつあると結論づけた。し

かし，このようにベトナム中央政府による重

大な方針転換があったものの，2004年以降本

研究開始時点に至るまで「二回廊一経済圏」

構想に目立った進展はみられなかった。 

 

(2) 本研究開始直前の時点で「二回廊一経済

圏」構想に関する両国の観点の相違も顕在化

しつつあった。ベトナム側からは，同構想が

貿易面を中心に，ベトナムにメリットをもた

らす可能性が小さいという点が指摘されて

いた。つまり，ベトナム側の圧倒的な輸入超

過という両国間の貿易不均衡の解消にはつ

ながらないというのがベトナムの識者の一

般的な見解であったといってよい。実際に，

2004年時点でベトナムの中国への輸出総額

は約29億ドル，中国からの輸入総額は73億ド

ルという状況で差が開いていたが，2010年に

はそれぞれ46億ドル，200億ドルとさらにベ

トナムの輸入超過が拡大した。一方，中国は

共産党広西壮族自治区委員会主席（当時）で

あった劉奇葆が2006年に「一軸二翼」とよば

れる自治区の発展戦略を提起していた。これ

は「二回廊一経済圏」構想を中国・ASEAN地

域協力の中に組み込むことによって前者の

実現を加速化しようとする戦略であった。こ

のような「二回廊一経済圏」構想実現をめぐ

る両国間の認識の差が同構想実現にいかな

る影響を及ぼすのか，早急に現地調査を実施

して把握することが必要と考えられた。 

 
２．研究の目的 
本研究はベトナムを中国・ASEAN諸国間の重

要な結節点と位置づけ，ベトナムが中国から

の政治的・経済的攻勢を前にして，政治的対

等性の確保とASEANの一員としての立場から

の経済協力推進という二つの課題をいかにし

て両立させながら，結節点としての定位を設

定しようとしているのかを明らかにすること

を目的としている。 
具体的には，前述した両国政府間で正式に

合意し，展開されつつある越境共同開発プロ

ジェクト「二回廊一経済圏」に重点をおき，

近年表面化している停滞状況がいかなる要因

によるのか，現地調査を通じて，冒頭の課題

設定との関連において解明を進める。調査地

点は二つの回廊，すなわち昆明＝ラオカイ＝

ハノイ＝ハイフォン回廊通過地域，南寧＝ラ

ンソン＝ハノイ＝ハイフォン回廊通過地域，

環トンキン湾経済圏を構成する重要都市（ハ

イフォン，ハロン，モンカイ，防城等）にお

かれた。 
 
３．研究の方法 

本研究に関しては両国の関係各機関がネ

ットに公開しているものも含め，公刊された

資料の分析と現地調査を併用する方法を採

った。現地調査に関しては，2008 年度は南寧

＝ランソン回廊，2009 年度はトンキン湾沿海

地域，2010 年度は昆明＝ハノイ回廊をそれぞ

れ重点に設定し，主として現地（ハノイ・南

寧・昆明）の研究者やベトナムの中央政府・

地方政府官員へのインタビューを行うとと

もに，関連資料の収集及び分析を行った。具

体的には，ベトナム社会科学院中国研究所，

同東南アジア研究所，同世界政治経済研究所，

広西社会科学院東南亜研究所，雲南大学国際

関係研究院，ベトナム交通運輸省，ベトナム

国鉄，ラオカイ省人民委員会，ランソン省人

民委員会，クアンニン省人民委員会などから

協力と支援を受けた。 
なお，本研究の成果を発信する目的から

2009 年度にはアジア政経学会全国大会にお

いて，ベトナムの研究者と地方政府（ランソ

ン省）の幹部を招へいして，中間報告にあた

るセッションを開催した。最終年度の 2012

年 2 月には，ハノイでベトナム社会科学院中

国研究所の協力を得て，本研究を総括するワ

ークショップを開催した。 

 

４．研究成果 

(1) 本研究実施期間中，道路建設などインフ

ラの近代化は両国で別個に進展してきたも

のの，通関のワンストップ方式や車両の越境

通行は，ハノイ・南寧間の直通列車が 2009

年 1 月に運行を開始した以外は実現せず，経

済回廊の実現にはほど遠い状態にある。本研

究開始時点ですでに明らかになっていた両

国間の観点の差は解消されないどころか，ま

すます顕著になってきているといえる。ハノ

イ・南寧間の直通列車にしても，両国間で車

両の越境通行が実現していない中で，中国の

列車がベトナム領内の混合軌を利用して国

境から 150キロメートルもベトナム側に進入

するのは画期的であるといえるが，列車と人



 

 

員の提供は技術的な理由から専ら中国側が

行っているため，両国間での対等な共同運行

となっていない点で問題を残している。さら

に，乗客は国境での出入国手続きのために二

回，車外に出て検査を受ける必要があり，直

通運行の利点を発揮できない状態が続いて

いる。 
 

(2)ベトナムの中央政府は「二回廊一経済圏」

プロジェクトを実質的に地方政府間のマタ

ーとみなしている。これは国家間関係を地方

政府間関係に還元しようとする発想であり，

ここからはベトナムが ASEAN諸国との結節点

であると認識することはもとより，ASEAN 諸

国全体の利害を考慮しながら，「二回廊一経

済圏」プロジェクトの実現に向けて動くこと

を期待するのも困難である。 
 
(3)中国側では広西壮自治区や雲南省のよう

な地方政府が「一軸二翼」，「南寧・シンガポ

ール経済回廊」，「汎北部湾経済協力」，「国際

大回廊」など東南アジア全域を視野に入れた

発展戦略を提起するに至っている。しかし，

それらは中央政府の戦略との関係が不明確

であるばかりでなく，それ以前に地方政府に

はそもそも他国と交渉する権限がない。この

ような状況の下では中国の地方政府が ASEAN

を意識し，ベトナムをその入口とみなしてい

ても，ベトナムを含め，ASEAN 諸国にとって

も対応することは困難であろう。中国にとっ

ても東南アジアを射程に入れた発展戦略に

おける中央政府と地方政府のそれぞれの関

与を明確にしない限り，広域的な経済回廊構

想の実現は容易ではないことが予想される。 
 
(4) ベトナム・中国間では地方政府レベルに

おいてすら，国境地帯開発をめぐり，国境線

を挟んだ両国の国境地帯を包括した経済区

（跨境経済合作区）を想定する中国と，経済

区を自国領内に限定する（国境経済区）ベト

ナムとでは発想に大きな差がある。例えば，

広西壮族自治区の場合，以上のような観点か

ら「憑祥・ドンダン国境経済協力区」の建設

を想定するのに対して，ベトナム側には「ド

ンダン・ランソン国境経済区」という発想し

かない。以上のような齟齬が解消されない限

り，「二回廊一経済圏」の建設が加速化する

可能性は弱いと考えられるが，これは両国の

行政システムの差異にも起因する問題であ

り，容易に解決はしないものと思われる。 
 
(5)ベトナム・中国関係を地方政府の動向に
重点をおいて考察した本研究は，国内外にお

いてもユニークなものであり，以下の点にお
いてさらなる展開が期待できる。 
①従来「中越関係」と称されてきた事象は，
地方政府によって担われてきた部分が極め
て大きい。現在，南シナ海問題等で，地方政
府の管掌外のマターが登場してきた今日，両
国関係はようやく中央政府によって担われ
る段階に入ったということもできる。その意
味で 1950 年以降の両国関係を地方と中央の
視点で分析することも可能となる。 
②両国の地方政府の規模（面積・人口・経済
力）の差も「二回廊一経済圏」の将来に影を
落としている。例えば，雲南省の面積は 39
万 4100 平方キロメートルとベトナムの面積
（33 万 1000 平方キロメートル）を凌駕し，
人口も 4596万人とベトナムの全国人口（8690
万人）の半分強を擁している。雲南省の一人
当たりGDPも約2300ドルと，ベトナムの1064
ドルの 2倍にあたる。なお，雲南省と接する
ラオカイ省の面積は 6383平方キロメートル，
人口は 62 万にすぎない。この問題は，特に
両国間の陸上越境通行可能範囲の設定に影
響を及ぼしている。政治的にはラオカイ省と
雲南省は対等であるはずだが，地理的空間面
での規模にこれだけ差があると，双方が納得
のいくような車両の通行可能範囲を設定す
るのは困難である。このような状況に加え，
中国の地方政府が独自の対外戦略を提起し
つつある今日，ベトナムにとっては，地方政
府のマターであっても，これまで以上に中央
政府が関与せざるをえない案件が増えるこ
とが予想される。 
③中国において，広西壮族自治区や雲南省の
ような地方政府が独自の対外発展戦略を提
起し始めたことは，中央政府の意を受けたも
のであるのか，あるいは地方政府独自の動機
に発したものなのかという問題を考察する
ことは，中国の将来を予測する際の重要なポ
イントになるであろう。 
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